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日
光
市
長
期
財
政
の

　
　
　  

収
支
見
通
し
に
つ
い
て

　
日
光
市
は
、
健
全
財
政
の
確
保
を
目

指
し
、
長
期
的
な
視
点
に
基
づ
く
安
定

し
た
財
政
運
営
を
行
う
た
め
に
、
平
成

30
年
度
か
ら
平
成
42
年
度
ま
で
の
長
期

財
政
収
支
見
通
し
を
作
成
し
ま
し
た
。

　
こ
の
収
支
見
通
し
は
、
現
在
の
財
政

状
況
を
踏
ま
え
、「
日
光
市
人
口
ビ
ジ
ョ

ン
」
に
よ
る
人
口
推
計
や
現
在
の
地
方

財
政
制
度
な
ど
に
よ
り
、一
定
条
件
の
仮

定
の
も
と
で
将
来
の
収
入
見
込
み
と
財

政
需
要
を
推
計
し
た
も
の
で
、
総
合
計

画
に
掲
げ
る
施
策
な
ど
の
実
行
性
を
補

完
す
る
と
と
も
に
、
健
全
な
財
政
運
営

の
指
針
と
し
て
活
用
を
図
る
も
の
で
す
。

◇
歳
入
歳
出
の
見
通
し
と
財
政
不
足
額

の
推
移（
一
般
会
計
）◇

◆
歳
入
◆

　
一
般
財
源
で
あ
る
市
税
や
地
方
交
付

税
は
、
人
口
の
減
少
や
市
町
村
合
併
に

よ
る
国
の
支
援
措
置
で
あ
っ
た
普
通
交

付
税（
※
１
）の
合
併
算
定
替（
※
２
）の

終
了
に
伴
い
、
減
少
傾
向
で
進
み
一
般

財
源
の
確
保
が
難
し
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
地
方
債（
※
３
）は
、
市
町
村
合
併
に

よ
る
国
の
支
援
措
置
で
あ
っ
た
合
併
特

例
事
業
債
の
支
援
措
置
が
終
了
と
な
る

な
ど
の
要
因
か
ら
減
少
し
て
い
く
も
の
と

見
込
ん
で
い
ま
す
。

◆
歳
出
◆

　
人
件
費
や
扶
助
費
、
公
債
費（
※
４
）な

ど
の
義
務
的
経
費（
※
５
）は
、
平
成
34
年

度
ま
で
は
公
債
費
の
伸
び
に
よ
り
増
加
し

ま
す
が
、
平
成
35
年
度
以
降
は
公
債
費
が

減
額
に
転
じ
る
こ
と
か
ら
、
減
少
傾
向
で

推
移
す
る
も
の
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　
普
通
建
設
事
業
費（
※
６
）は
、
市
町
村

合
併
に
よ
る
国
の
支
援
措
置
で
あ
っ
た
合

併
特
例
事
業
債
を
活
用
し
事
業
を
実
施
し

て
き
ま
し
た
が
、
そ
の
支
援
措
置
が
終
了

と
な
る
な
ど
の
要
因
に
よ
り
、
減
少
し
て

い
く
も
の
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

◆
収
支
◆

　
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
差
し
引
い

た
形
式
収
支
は
、
平
成
38
年
度
ま
で
は
財

政
調
整
基
金（
市
の
貯
金
）な
ど
の
取
り
崩

し
に
よ
り
黒
字
に
な
り
ま
す
が
、
平
成
39

年
度
に
は
歳
出
が
歳
入
を
上
回
り
、
そ
の

年
度
の
収
入
で
そ
の
支
出
を
賄
う
こ
と
が

で
き
な
い
状
況
に
な
る
と
推
測
さ
れ
、
極

め
て
厳
し
い
状
況
に
陥
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
ま
す
。

　

財
政
調
整
基
金（
年
度
間
の
財
政
の

調
整
を
行
う
た
め
の
貯
金
）や
減
債
基

金（
地
方
債
の
返
済
を
計
画
的
に
行
う

た
め
の
貯
金
）は
、
財
源
調
整
や
公
債

費
償
還
の
財
源
と
し
て
全
額
を
取
り
崩

す
こ
と
で
見
込
ん
で
い
る
た
め
、
平
成

38
年
度
に
は
基
金
が
枯
渇
し
、
そ
の
後

の
財
源
調
整
な
ど
が
で
き
な
く
な
る
こ

と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
合
併
振
興
基
金
は
、
公
共
施

設
の
統
廃
合
や
長
寿
命
化
の
推
進
に
向

け
た
事
業
を
加
速
化
さ
せ
る
た
め
事
業

費
の
財
源
と
し
て
取
り
崩
し
、
平
成
39

年
度
に
は
枯
渇
す
る
状
況
に
な
る
と
推

測
さ
れ
ま
す
。　
　

　
地
方
債（
市
の
借
金
）に
は
、
主
に
臨
時

財
政
対
策
債（
国
が
本
来
支
払
う
べ
き
普
通

交
付
税
の
一
部
を
地
方
債
と
し
て
借
入
れ

る
地
方
債
。
返
済
費
用
の
全
額
は
、
後
年

度
に
普
通
交
付
税
に
措
置
さ
れ
る)

と
合

併
特
例
事
業
債（
平
成
18
年
3
月
末
ま
で
に

合
併
し
た
市
町
村
が
発
行
で
き
る
地
方
債
。

返
済
費
用
の
７
割
は
、
後
年
度
に
普
通
交

付
税
に
措
置
さ
れ
る
）な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　
地
方
債
残
高
は
、
今
後
、
地
方
債
の
借

入
額
が
返
済
額
以
下
と
な
る
見
込
み
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
平
成
30
年
度
の
６
２
３
億

円
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向
で
推
移
し
、
平

成
42
年
度
に
は
３
４
８
億
円
と
な
る
見
込

み
で
す
。

　このような状況を踏まえ、次のような歳入の確保と歳出
の抑制による取り組みを着実に実施することで収支不足の
解消を図り、将来世代に過度な負担を残さない持続可能な
財政運営を目指していきます。

①徴収率・収納率の向上
②受益者負担の適正化
③未利用財産の処分および利活用
④新たな財源の確保
⑤財政調整基金の恒常的な取崩し抑制と一定規模の残高
　の確保

①職員人件費の抑制
②経常経費の総額抑制
③補助金の整理合理化
④特別会計繰出金の適正化
⑤市単独建設事業（インフラ整備）の総量圧縮
⑥公共施設マネジメント計画の早期実現
⑦既存事業の廃止・統廃合を含めた整理
⑧新規事業創設の際の財源確保（既存事業の廃止・縮小、
　または新たな歳入確保により実施）
⑨市債残高の圧縮
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今後の財政運営の基本的な考え方

（億円）

　　　　合併振興基金
　　　　  減債基金
　　　　  財政調整基金

●歳入の確保

●歳出の抑制

表：歳入歳出と形式収支の推移

表：基金残高の推移

表：地方債残高の推移

◇主な基金（市の貯金）残高および地方債（市の借金）残高の見通し◇

※１　普通交付税
　どの地方公共団体も等しく事務を遂行で
きるように、一定の基準により国が交付す
る税。
※２　合併算定替
　合併により交付税上の不利益とならない
ように、合併前の旧市町村ごとに算定した
普通交付税の合算額を下回らないようにす
る措置。
※３　地方債
　道路や下水道、福祉施設などを建設する
際に必要となる多額の費用を、国や銀行な
どから長期で借り入れる資金。長期にわたっ
て返済することで世代間の公平性を保つ。
※４　公債費
　市が借り入れた地方債の元金および利子
の合算額。
※５　義務的経費
　市の歳出のうち、支出が義務付けられて
いて容易に節減できない費用のこと。具体的
には人件費・扶助費（生活保護や障がい者福
祉、高齢者福祉、保育園など）、公債費など。
※６　普通建設事業費
　道路や橋りょう、学校、庁舎、消防設備
などの建設にかかる費用。

H28 18
H29 16
H30 12
H31 9
H32 5
H33 5

H34 4

H35 2

H36 2
H37 1
H38 0
H39 ▲６
H40 ▲６

H41 ▲４

H42 ▲１

地方交付税

地方譲与税および交付金
国・県支出金

繰入金地方債

その他
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扶助費 公債費
物件費

普通建設事業費
繰出金

その他

　　　　臨財債残高
　　　　  合併特例債残高
　　　　  その他

（億円）
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